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。昭和39年度現地調査の実施 の現地調査員に統ν、て（本誌10月号既報〉，今般下記の現

本年度も当研究所では現地の実態調査，現地刊行資料 地調査員が出発した。

の調査・収集のため海外調査事業を実施しているが，先

訪問国名｜氏 名｜現 職｜、渡航目的 ｜出発日および帰国日

イ ン ド｜出回 栓｜当研予所長期成長｜「インドにおける輸出振興政 111月8日から
｜日 • I調査室長 ｜策」に閲する現地調査 I 12月25日まで

クェート，アラプ述｜ ｜ ｜ ｜ 
字：；玉~弘ア：； I 松村消ニ郎｜当研究所調査研究部｜嘘油諸図の攻策的動向J 』こ 111月民削カミ
ス，イラク，イラン i ’ ｜中京調査室 ｜閑する現地調査 ｜ 瑚 21日まで

レパノン，シリア， I I I 「f民開発国の市場棉造Jlこ閑 I11月16日カ3ら
イスラエノレ，アラプ｜林 武｜同 上｜する現地調査 ｜ 

｜ ｜ ｜ 一中東地域ー ｜ 1月9日まで

当研門1調売前査調員歪崩発部
ケニヤ，クガンダ，

探沢 λ 郎 専F 員
11月20日から藤田弘二 当研究所調査研究部 同 上

アフリカ調査室長
タンガニーカ，イタ

岩城 岡リ 愛知学院大学講師 1月28日までーアフリカ地域一
リア

吉 田 昌 夫 海当研外究派所遣在員カンパラ
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島成 望｜一；郷｜悦乾操アジ一械111月24臼カ凶｜業機械化の進展一一パキスタ｜

南アジア調査室 ｜み縞謡比較研究Jに閑 1 1月沼日まで

｜当研究所長期成長｜「アジアにおける経済成長と 111月29日から
行 ｜｜｜
｜調査室 ｜域内協力」に関する現地調査｜ 1月日日まで

崎輝

。事与の辞任 インドにおける輸出振興政策に関する現地調査のため，

当研究所参与今井普術は，通商産業事務次官を降任し イン戸＂＇出張を命ずる

たため，当研究所参与を辞任した。 長期成長調査室専門調査員吉岡雄一

＠主な人事異動 長期成長調査室長吉田稔海外出張中長期成長調査室長事

主な人事異動が次のとおり発令された。 務代理を命ずる

長期成長調査室長吉田稔 以上昭和39年11月8日付け
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調査研究部専門調査員深沢八郎 な研究を行ない，域内協力による経済成長促進の可能性

低開発国の市場構造に関する現地調査のため，ケエア他 を検討する。

4カ国へ出張を命ずる

調査研究部アフリ・カ調査室長藤田弘二

低開発国の市場構造に関する現地調査のため，ケエア他

2カ国へ出張を命ずる

鯛査研究部専門調査員滝川 勉

調査研究部アフリカ調査室長藤田弘ニ海外出張中アフリ

カ調査室長事務代理！を命ずる

以上昭和39年11月20日付け

．ゼミナールの開催

当研究所出版物の内容紹介と普及のため，下記により

ゼミナーJレを当研究所内で開催した。

期日｜注目デキ工円講 師

瑚 20日｜『アジアの合弁企業』｜湾関誌（掬輸出

（金〉 ｜（研究参考資料第U集）｜ 菅原藤也

11月27日｜『アジアの経済法E』｜東京大学教授

〈金〉 （研究参考資料第66集）｜ 内田カ蔵

12月4日｜『中近東における石油隠商産業省公益普業局
i問題』 源子カ発電課長補佐

（金） 1・ I 
｜（研究参考資料第64集）｜ 岸 務夫

。「アジアにおける経済成長と域内協力Jについて

1. 目的

長期成長調査室は昭和37および38両年度プロジェクト

「アジア経済の長期展望Jの研究成果のうえに立ち，域

内経済構造および貿易構造の変革の問題について総合的
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2.内容

各国の経済成長の相互依存関係を展望するとともに，

食飽，工業製品の域内自給化の可能性，および経済成長

加速化に対する効果を計量的に分析する。

またアジアの経済成長の域外経済に対する依存関係を

展望するために，産業部門別主要1次産品別の研究を行

ない，先進国の援助についての効果分析をもって補なう。

3. 研究体制

つぎの部門別の有機的協力関係を基盤とする。

1. 第l分科会〈総体経済〉

2. 第2分科会（貿易世界経済〉

3. 第3分科会〈食組〉

4. 第4分科会（ 1次産品〉

5. 第5分科会（工業〉

6. 原委員会〈経済協力〉

7. 渡辺委員会

③出版案内（11月if.l～11月30日発行のもの）

末続吉間帯，『ニEチオピアの経済構造』〈アジア経済調

査研究双書第110集，北アフリカ石油研究委員会編，『北

アフリカにおげる石油開発』〈同第111集），西向嘉昭ほ

か，『ラテン・アメリカの経済E』〈文献解題シリーズ第

9集〉，『アジアの動向』 9月号。


